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 平成 23 年度三重県歳入歳出決算のうち、雇用経済部及び労働委員会に

係る決算の概要につきまして、お手元の「平成 23 年度三重県歳入歳出決

算に関する説明書」により、ご説明申し上げます。 

 

【一般会計の歳入決算】 

  まず、一般会計の歳入決算について、ご説明申し上げます。 

予算現額      111 億 6,196 万 1,000 円 

調定額         109 億 5,053 万 6,218 円 

収入済額       109 億   272 万 8,460 円 

収入未済額       4,780 万 7,758 円 

   以下、各項目ごとにご説明申し上げます。 

 

第８款 使用料及び手数料  

第１項 使用料 

第１目 総務使用料（48 頁）のうち、当部関係は、  

予算現額       41 万 3,000 円 

調定額        40 万 7,075 円 

収入済額       40 万 7,075 円 

これは、建物使用料を収入したものであります。 

 

第４目 労働使用料（48 頁）  

予算現額       1,376 万 6,000 円 

調定額        1,354 万 5,800 円 

収入済額       1,354 万 5,800 円 
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これは、津高等技術学校授業料及び入校料を収入したものであり

ます。 

 

第６目 商工使用料（50 頁） 

予算現額        620 万 7,000 円 

調定額          746 万 4,260 円 

収入済額         746 万 4,260 円 

これは、工業関係試験機器等の使用料等を収入したものでありま

す。 

収入済額は、 

科    目 予 算 現 額 収 入 済 額 
建物使用料 １０２，０００円 １０３，５００円 
工業関係試験機器等使用料 ５，７６０，０００円 ７，０３４，８００円 
鈴鹿山麓研究学園都市センター使用料 ３４５，０００円 ３２５，９６０円 

     となっております。 

 

第２項 手数料 

第４目 労働手数料（58 頁） 

予算現額       26 万 5,000 円 

調定額        25 万 6,500 円 

収入済額       25 万 6,500 円 

これは、津高等技術学校入校選抜手数料等を収入したものであり

ます。 

収入済額の主なものは、 

科   目 予 算 現 額 収 入 済 額 
職業訓練指導員免許手数料 ５３，０００円 ３９，１００円 
技能検定合格証書再交付手数料 ４８，０００円 ２６，０００円 
津高等技術学校入校選抜手数料 １５４，０００円 １９１，４００円 
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  となっております。 

 

第６目 商工手数料（60 頁） 

予算現額       2,564 万 5,000 円 

調定額        2,382 万 3,700 円 

収入済額       2,382 万 3,700 円 

これは、計量検定所における計量器検査等の手数料、工業関係分

析その他手数料等を収入したものであります。 

収入済額の主なものは、 

科   目 予 算 現 額 収 入 済 額 
計量検定手数料 １，４０６，０００円 １，４５５，０３０円 
計量検定手数料現金収入 ５，８４９，０００円 ６，０５０，８５０円 
工業関係分析その他手数料 １６，８１５，０００円 １５，０５６，１００円 

  となっております。 

 

第９款 国庫支出金 

第１項 国庫負担金 

第４目 労働費負担金（72 頁） 

予算現額       4,703 万 3,000 円 

調定額        4,375 万 4,026 円 

収入済額        4,375 万 4,026 円 

これは、職業訓練事業費負担金を収入したものであります。 

 

第２項 国庫補助金 

第１目 総務費補助金（78 頁）のうち、当部関係は、 

予算現額       3 億 6,395 万 9,000 円 
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調定額             3 億 5,570 万 9,840 円 

収入済額        3 億 5,570 万 9,840 円 

これは、電源立地地域対策交付金及び石油貯蔵施設立地対策等交

付金を収入したものであります。 

 

第４目 労働費補助金（90 頁） 

予算現額       26 億 3,317 万円 

調定額             26 億 3,313 万 2,000 円 

収入済額        26 億 3,313 万 2,000 円 

これは、緊急雇用創出事業臨時特例交付金等を収入したものであ

ります。 

収入済額は、 

科   目 予 算 現 額 収 入 済 額 
職業訓練事業費補助金 １３，８５４，０００円 １３，８５３，０００円 
職業訓練事業費交付金 １０９，３１６，０００円 １０９，２７９，０００円 
緊急雇用創出事業臨時特例 
交付金 

２，５１０，０００，０００円 ２，５１０，０００，０００円 

  となっております。 

 

第５目 農林水産業費補助金（90 頁）のうち、当部関係は、 

予算現額       4,328 万円 

調定額             4,328 万円 

収入済額        4,328 万円 

これは、地域活性化交付金（きめ細かな交付金）を収入したもの

であります。 
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第１０目 商工費補助金（102 頁） 

予算現額       1 億 6,972 万 4,000 円 

調定額             1 億 6,964 万 9,000 円 

収入済額        1 億 6,964 万 9,000 円 

これは、地域活性化交付金、社会資本整備総合交付金等を収入し

たものであります。 

 

収入済額は、  

科   目 予 算 現 額 収 入 済 額 
社会資本整備総合交付金 ４０，６１２，０００円 ４０，６１２，０００円 
科学研究費補助金 １４，６６５，０００円 １４，６６５，０００円 
地域活性化交付金（きめ細かな交
付金） 

１００，４１４，０００円 １００，４１４，０００円 

地域活性化交付金（住民生活に光
をそそぐ交付金） 

７，０７５，０００円 ７，０７５，０００円 

地域自主戦略交付金 ６，９５８，０００円 ６，８８３，０００円 

  となっております。 

 

第３項 委託金    

第４目 労働費委託金（106 頁） 

予算現額        2 億 4,598 万 6,000 円 

調定額         2 億 2,583 万 5,408 円 

収入済額        2 億 2,583 万 5,408 円 

これは、生涯能力開発等奨励委託金等を収入したものであります。 

収入済額は、 

科  目 予 算 現 額 収 入 済 額 
生涯能力開発等奨励委託金 ２３４，１９９，０００円 ２１４，３４９，８０８円 
労使関係総合調査委託金 １７７，０００円 １７７，１５６円 
職業能力開発支援事業委託金 １１，６１０，０００円 １１，３０８，４４４円 

  となっております。 
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第６目 商工費委託金（108 頁） 

 予算現額        6,805 万 7,000 円 

   調定額         6,805 万 4,790 円 

   収入済額        6,805 万 4,790 円 

   これは、国庫委託試験研究費委託金等を収入したものであります。 

   収入済額は、 

科  目 予 算 現 額 収 入 済 額 
人権啓発支援推進委託費 ２５７，０００円 ２５４，７９０円 
国庫委託試験研究費委託金 ６７，８００，０００円 ６７，８００，０００円 

  となっております。 

 

第 10 款 財産収入 

第１項 財産運用収入 

第２目 利子及び配当金（112 頁）のうち、当部関係は、 

予算現額        2,040 万 2,000 円 

調定額         2,010 万 2,194 円 

収入済額        2,010 万 2,194 円 

これは、三重県緊急雇用創出事業臨時特例基金、三重県ふるさと

雇用再生特別基金、三重県中小企業振興基金の利子収入であります。 

 

第３目 特許権等運用収入（112 頁） 

予算現額        685 万 3,000 円 

調定額         738 万 8,626 円 

収入済額        738 万 8,626 円 

これは、特許権等の実施料を収入したものであります。 
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第２項 財産売払収入 

第２目 物品売払収入（112 頁）のうち、当部関係は、 

予算現額         5 万 1,000 円 

調定額          7 万 2,660 円 

収入済額         7 万 2,660 円 

これは、計量検定所における計量器の売払収入であります。 

 

第３目 生産物売払収入（114 頁）のうち、当部関係は、 

予算現額         17 万円 

調定額          26 万 6,450 円 

収入済額         26 万 6,450 円 

これは、工業研究所における工業製作品に係る売払収入でありま

す。 

 

第 12 款 繰入金 

第１項 特別会計繰入金 

第１目 他会計繰入金（120 頁）のうち、当部関係は、 

予算現額         4 億 3,716 万円 

調定額          4 億 3,052 万 7,896 円 

収入済額         4 億 3,052 万 7,896 円 

これは、中小企業者等支援資金貸付事業等特別会計からの繰入金

であります。 

第２項 基金繰入金 

第１目 基金繰入金（120 頁）のうち、当部関係は、 
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予算現額         52 億 1,111 万 5,000 円 

調定額          49 億 7,611 万 3,757 円 

収入済額         49 億 7,611 万 3,757 円 

これは、三重県緊急雇用創出事業臨時特例基金、三重県中小企業

振興基金等からの繰入金であります。 

なお、予算現額に対し、2 億 3,500 万 1,243 円の減収となりまし

たが、これは、主として事業実績の減に伴い、三重県緊急雇用創出

事業臨時特例基金等からの繰入金が減となったものであります。 

 

収入済額の主なものは、 

科  目 予 算 現 額 収 入 済 額 
中小企業振興基金繰入
金 

４６６，０７６，０００円 ４４７，９７１，４１２円 

財政調整基金繰入金 ２４４，６９８，０００円 ２０３，６０７，２１６円 
緊急雇用創出事業臨時
特例基金繰入金  

３，２８８，５３７，０００円 ３，０７６，２１５，５２２円  

ふるさと雇用再生特別
基金繰入金 

１，１８４，２６８，０００円 １，１３０，８８４，３２８円 

  となっております。 

 

第 13 款 繰越金 

第 1 項 繰越金 

第１目 繰越金（122 頁）のうち、当部関係は、 

予算現額         3 億 5,580 万 9,000 円 

調定額          3 億 5,580 万 9,000 円 

収入済額         3 億 5,580 万 9,000 円 

これは、平成 22 年度から平成 23 年度に繰り越した事業に係る特

定財源であります。 
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第 14 款 諸収入 

第４項 貸付金元利収入（124 頁）のうち、当部関係は、 

予算現額         13 億 5,084 万 8,000 円 

調定額          13 億 5,084 万 8,000 円 

収入済額         13 億 5,084 万 8,000 円 

これは、 

第 9 目労働福祉対策資金貸付金元利収入（126 頁）、 

第 10 目中小企業金融対策貸付金元利収入（126 頁）、 

をあわせたものであります。 

 

第５項 受託事業収入 

第７目 商工関係受託事業収入（134 頁） 

予算現額         8,737 万 3,000 円 

調定額          8,699 万 1,050 円 

収入済額         8,699 万 1,050 円 

これは、競争的研究プロジェクト受託事業に係る収入であります。 

 

第６項 収益事業収入 

第１目 宝くじ収入（134 頁）のうち、当部関係は、 

予算現額         47 万 7,000 円 

調定額          46 万 8,822 円 

収入済額         46 万 8,822 円 

  となっております。 
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第８項 雑入 

第２目 雑入（136 頁）のうち、当部関係は、 

予算現額         7,419 万 8,000 円 

調定額          8,853 万 1,106 円 

収入済額         8,853 万 1,106 円 

これは、補助金返還金、機械工業振興補助金、共同研究企業負担

金等の収入であります。 

 

収入済額の主なものは、 

科  目 予 算 現 額 収 入 済 額 
共同研究企業負担金 １，４１０，０００円 １，３４０，０００円 
補助金返還金 ３０，２５６，０００円 ３３，７３１，５６８円 
機械工業振興補助金 ２３，６１８，０００円  ２３，６１８，０００円 

  となっております。 

 

第３目 過年度収入（138 頁）のうち、当部関係は、 

予算現額               0 円 

調定額                   4,847 万 2,758 円 

収入済額                      66 万 5,000 円 

収入未済額           4,780 万 7,758 円 

収入未済額の主なものは、中小企業従業員住宅にかかる賃貸料で 

企業倒産による未収金です。 

 

第５目 弁償金（138 頁）のうち、当部関係は、 

予算現額              0 円 

調定額              3 万 1,500 円 
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収入済額             3 万 1,500 円 

    これは、交通事故に伴う公用車の修繕費用を事故原因者から受け

入れたものであります。 
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【歳出決算】 

引き続き、一般会計の歳出決算についてご説明申し上げます。 

 予算現額       218 億 4,872 万 1,000 円 

 支出済額       211 億 3,859 万 7,802 円 

  繰越額          1 億 7,554 万 9,000 円 

  不用額          5 億 3,457 万 4,198 円 

   

以下、各項目ごとにご説明申し上げます。 

 

第２款 総務費 

第２項 企画費  

第１目 企画調整費（180 頁）のうち、当部関係は、 

予算現額         3 億 8,921 万 9,000 円 

支出済額         3 億 7,608 万 3,286 円 

繰越額            584 万 3,000 円 

不用額            729 万 2,714 円 

となっております。 

繰越額は、発電用施設周辺地域振興事業費補助金の 584 万 3,000 円

であり、理由としましては、平成 23 年９月の台風 12 号により施工施

設が被災し、工期変更を余儀なくされたためです。 

支出済額の主なものは、 

 事 業 目 支 出 済 額 説  明 
総合エネルギ
ー対策費 

１億８，１２９万２，２５４円 
 

発電用施設の設置、運営等の円滑化を
図るため、施設周辺の市町が行う住民
福祉向上に必要な公共用施設整備等
に対する交付金に要した経費 
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石油貯蔵施設
立地対策事業
費 

１億７，６５７万９，７５０円 
 

石油貯蔵施設の設置、運営等の円滑化
を図るため、施設周辺の市町が行う住
民福祉向上に必要な公共用施設整備
に対する交付金に要した経費 

となっております。 

 

第５款 労働費（292 頁） 

予算現額         86 億 1,934 万 9,000 円 

支出済額         83 億 3,351 万 7,904 円 

不用額              2 億 8,583 万 1,096 円 

となっております。 

  不用額の主なものは、緊急雇用創出基金事業補助金の実績が減額とな

ったことによるものです。 

  

 以下、各項目ごとにご説明申し上げます。 

 

第１項 労政費（292 頁） 

予算現額         77 億 1,480 万 7,000 円 

支出済額         74 億 6,704 万 4,254 円 

不用額              2 億 4,776 万 2,746 円  

となっております。 

不用額の主なものは、緊急雇用創出基金事業補助金の実績が減額とな

ったことによるものです。 

 

以下、労政費の支出済額の内容をご説明申し上げます。 
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第１目 労政総務費（292 頁） 

予算現額        65 億 3,382 万 4,000 円 

支出済額        62 億 8,810 万 4,567 円 

不用額             2 億 4,571 万 9,433 円   

となっております。 

支出済額の主なものは、 

 事 業 目 支 出 済 額 説  明 
給与費 １億７，０４２万２，７６２円 生活・文化部職員 

（勤労・雇用関係）21 名 
若年者雇用対策
事業費 

２億８，４５８万２，５０９円 若年者の安定した就労に向けた
支援として、就職面接会や人材育
成事業等を行うことに要した経
費 

障がい者雇用対
策事業費 

１億４，７１３万７，４１４円 身体障がい者に対する就業に向
けた研修の実施、農業分野におけ
る障がい者の人材育成や事業所
における実地訓練、障がい者雇用
アドバイザーによる企業訪問な
どを実施することなどにより障
がい者雇用を促進することに要
した経費 

雇用対策基金事
業費 

５６億４，９４１万８，３７２円 緊急雇用創出基金事業、ふるさと
雇用再生特別基金事業の市町等
への補助金及びその執行に係る
事務的経費 

となっております。 

  

不用額の主なものは、緊急雇用創出基金事業補助金において、市町

が実施した補助金充当事業の実績が減額となったこと等によるもので

す。 

 

第２目 労働教育費（294 頁） 

予算現額         1,192 万 6,000 円 
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支出済額         1,185 万 6,333 円 

不用額                    6 万 9,667 円  

となっております。 

支出済額は、 

 事 業 目 支 出 済 額 説  明 
中小企業労働
相談事業費 

１，１８５万６，３３３円 
 

厳しい雇用情勢や働き方の多様化等か
ら、年々複雑化し、多岐にわたる労働
問題の解決のため、セーフティネット
機関として、「三重県労働・生活相談
室」を開設・運営し、労使双方から寄
せられる様々な相談に対して助言・ア
ドバイスを行うことに要した経費 

となっております。 

 

第３目 労働福祉費（294 頁） 

予算現額          11 億 6,905 万 7,000 円 

支出済額          11 億 6,708 万 3,354 円 

不用額                     197 万 3,646 円 

となっております。 

支出済額の主なものは、   

事 業 目 支 出 済 額 説  明 
勤 労 者 生 活
安 定 支 援 事
業費 

１１億１，９７１万８，０００円 会社や共済組合の融資制度が整って
いない中小企業勤労者に対し、住宅、
育児・介護等生活基盤にかかわる資金
を援助し、勤労者の経済的地位の向
上、生活安定を図るとともに、その融
資が返済されずに回収できない場合、
取扱金融機関が被る損失の一定割合
を補償することに要した経費 

となっております。 
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第２項 職業訓練費（296 頁） 

予算現額          8 億   975 万 6,000 円 

支出済額          7 億 7,339 万 2,758 円 

不用額                   3,636 万 3,242 円 

  となっております。 

 

以下、職業訓練費の支出済額の内容をご説明申し上げます。 

 

第１目 職業訓練総務費（296 頁） 

予算現額          3 億 9,253 万円 

支出済額          3 億 8,399 万 3,552 円 

不用額                 853 万 6,448 円 

  となっております。 

 

支出済額の主なものは、 

事 業 目 支 出 済 額 説  明 
給与費 ２億９，３２９万７，７６１円 生活・文化部職員 

（勤労・雇用関係）６名 
（津高等技術学校） 28 名 

民間職業能力
開発支援事業
費 

３，３９７万１，４１１円 事業主団体が行う職業訓練に対して助
成することにより、労働者の職業能力開
発及び向上を促進することに要した経
費 

技能尊重社会
形成事業費 

３，００８万４，６４１円 技能検定制度、三重県技能者表彰制度等
の実施により、社会の技能尊重機運醸成
等に要した経費 

となっております。 
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第２目 技術学校費（298 頁） 

予算現額         4 億 1,722 万 6,000 円 

支出済額         3 億 8,939 万 9,206 円 

不用額               2,782 万 6,794 円 

  となっております。 

支出済額は、 

事 業 目 支 出 済 額 説  明 
公共職業能力
開発推進事業
費 

３億８，９３９万９，２０６円 学卒者や離職者等への就労支援として、
津高等技術学校において多様な職業訓
練を行うこと等に要した経費 

となっております。 

 

第３項 労働委員会費 

第１目 労働委員会費（300 頁） 

予算現額           9,478 万 6,000 円 

支出済額           9,308 万   892 円 

不用額                 170 万 5,108 円 

  となっております。 

支出済額は、 

事 業 目 支 出 済 額 説  明 
労働委員会費 ９，３０８万８９２円 労働委員会の管理運営並びに委員、事務

局職員の給与費、労働争議の調整及び不
当労働行為の審査等に要した経費 

となっております。 

 

第７款 商工費 

第１項 商工業費（368 頁） 

予算現額       108 億 2,532 万 1,000 円 
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支出済額       104 億 1,425 万 9,782 円 

繰越額         1 億 6,970 万 6,000 円 

不用額         2 億 4,135 万 5,218 円 

  となっております。 

 

繰越額の主なものは、地域産業等誘致対策事業費の 1 億 4,140 万円

であり、緊急経済対策設備投資促進補助金の対象となる企業の設備投

資について、企業側に不測の事態が生じ、立地計画の実行確保に関す

る影響を慎重に判断する必要が生じたこと等により、やむを得ず繰り

越したものであります。 

不用額の主なものは、補助金の執行残等であります。 

 

以下、商工業費の支出済額の内容をご説明申し上げます。 

 

第１目 商工業総務費（368 頁） 

予算現額         28 億 1,848 万 7,000 円 

支出済額         28 億   657 万    27 円 

不用額           1,191 万 6,973 円 

となっております。 

支出済額の主なものは、 

事 業 目 支 出 済 額 説  明 
給与費 １７億８，７８３万９，２５８円 農水商工部職員（商工関係）205 人 
地域産業総合
事業費 

 ９億９，４４２万３，４４０円 商工関係団体の振興調整、運輸事業の振
興及び助成、中小企業の振興を図るため
の三重県中小企業振興基金の積立金な
どに要した経費 

 となっております。 
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第２目 工業開発費（370 頁） 

予算現額         23 億 9,802 万 1,000 円 

支出済額         21 億 8,034 万 7,006 円 

繰越額           1 億 4,140 万円 

不用額                     7,627 万 3,994 円 

   となっております。 

  支出済額の主なものは、 

事 業 目 支 出 済 額 説  明 
先端企業等誘致
対策事業費 

２１億７，３１２万５，２５６円 本県産業の発展と雇用の場の創出を
図るため企業訪問等を通じ、企業誘致
（設置）活動を行うために要した経費 

 となっております。 

 

 第３目 商工業振興費（370 頁） 

  予算現額          37 億 7,213 万 6,000 円 

  支出済額          36 億 3,219 万 7,747 円 

  繰越額            2,830 万 6,000 円 

  不用額            1 億 1,163 万 2,253 円 

 となっております。 

  支出済額の主なものは、 

事 業 目 支 出 済 額 説  明 
地域地場産業振興
事業費 

２億３，３５２万４，２９１円 「メッセウイングみえ」建設時に借
り入れた高度化資金の償還等に要し
た経費 

経営基盤確立事業
費 

１０億７，６９０万３，７４５円 中小企業の金融の円滑化を図るため
の県単融資制度の運用及び信用保証
協会の経営基盤強化に要した経費 

小規模事業支援費 １３億  ９１７万２，４４１円 小規模事業者の経営の改善発達を支
援するために要した経費 

  となっております。    
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 不用額の主なものは、 

事 業 目 不 用 額 説  明 
経営基盤確立事業
費 

５，９５３万７，２５５円 企業の資金需要に柔軟に対応するた
めに、最終補正予算以降まで補助金
額を確定できなかったため 

  となっております。 

 

第４目 経営指導育成費（372 頁） 

  予算現額         1 億 5,368 万 7,000 円 

  支出済額         1 億 5,289 万 2,346 円 

  不用額             79 万 4,654 円 

  となっております。 

  支出済額の主なものは、 

事 業 目 支 出 済 額 説  明 
中小企業支援セン
ター事業費 

１億 ２７４万３，８４６円 財団法人三重県産業支援センター
が行う中小企業の経営資源強化及
び経営革新等の支援事業に要した
経費 

  となっております。  

 

 第５目 貿易振興費（374 頁） 

  予算現額          1,427 万 5,000 円 

  支出済額          1,423 万 8,565 円 

  不用額              3 万 6,435 円 

となっております。 

  支出済額の内訳は、 

事 業 目 支 出 済 額 説  明 
地域経済国際化対応費 １，４２３万８，５６５円 貿易関係団体との連携による貿

易・投資相談及び関連情報の提供
等、中小企業の貿易振興及び産業
国際化支援のために要した経費 
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  となっております。 

 

第６目 計量検定費（374 頁） 

  予算現額          8,305 万 3,000 円 

  支出済額          8,219 万 7,279 円 

  不用額             85 万 5,721 円 

  となっております。 

  支出済額の内訳は、 

事 業 目 支 出 済 額 説  明 
給与費 ７，２３４万７，０３６円 計量検定所職員の人件費  10 人 
計量検定事業費 ９８５万  ２４３円  各種計量器の検定及び検査を実施するとと

もに、適正な計量取引の推進と計量に関する
認識を深めるための普及啓発を行うために
要した経費 

  となっております。 

  

第７目 新産業振興費（376 頁） 

  予算現額        10 億 1,038 万 2,000 円 

  支出済額        10 億  504 万 5,033 円 

  不用額            533 万 6,967 円 

  となっております。 

 

  支出済額の主なものは、 

事 業 目 支 出 済 額 説  明 
みえ次世代産業創
造基盤事業費 

９，２８５万１，１６４円 新産業の創出を促進するためワン
ストップで支援サービスを提供す
る体制の整備などに要した経費 

県営サンアリーナ
管理事業費 

３億７，２１４万４，２３１円 県営サンアリーナの指定管理者に
よる管理運営及び施設・設備の修繕
等に要した経費 
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観光関連雇用創出
事業費 

２億２，９４４万   ３１３円 観光関連のデータ収集整理や実態
調査等を行うことにより、県の観光
政策の向上をめざし、雇用の確保に
つなげるために要した経費 

  となっております。 

 

  第８目 科学技術振興費（376 頁） 

  予算現額        2 億 5,043 万 7,000 円 

  支出済額        2 億 4,577 万 5,468 円 

  不用額           466 万 1,532 円 

  となっております。 

  支出済額の主なものは、 

事 業 目 支 出 済 額 説  明 
研究交流費 ２億１，０６６万８，６９５円 国や独立行政法人等が公募する競争的

研究資金を活用した試験研究や、企業
や大学等との共同研究に要した経費 

鈴鹿山麓研究学
園都市センター
管理費 

１，８１１万３，０４８円 鈴鹿山麓研究学園都市センターの貸館
等の実施及び維持管理に要した経費 

  となっております。 

 

第９目 工業試験研究費（378 頁）  

  予算現額        3 億 2,484 万 3,000 円 

  支出済額        2 億 9,499 万 6,311 円 

  不用額          2,984 万 6,689 円 

   となっております。 
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  支出済額の主なものは、 

事 業 目 支 出 済 額 説  明 
技術支援強化費 ２，３７１万１，４７８円 企業訪問による技術ニーズ

の把握や、依頼試験、機器の
開放等による技術支援、研究
講座・技術セミナーの開催に
要した経費 

工業研究施設機器整備費 １億６，５８６万５，９３０円 工業研究所に必要な機器類
等の整備、更新に要した経費 

  となっております。 

 

第８款 土木費 

第４項 港湾費  

第３目 港湾諸費（404 頁）のうち、当部関係は、 

予算現額         20 億 1,483 万 2,000 円 

支出済額         20 億 1,473 万 6,830 円 

不用額                9 万 5,170 円 

となっております。 

  支出済額は、 

事 業 目 支 出 済 額 説  明 
四日市港関係諸費 ２０億１，４７３万６，８３０円 四日市港管理組合規約に基

づき、三重県が負担金として
支出した経費 

となっております。 
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 引き続き、特別会計につきまして、ご説明申し上げます。 

  

三重県中小企業者等支援資金貸付事業等歳入歳出決算事項別明細書

（543 頁）につきましてご説明申し上げます。 

 この貸付事業は、中小企業等の経営の近代化、合理化の促進を図るた

めに、経営革新及び新規創業に必要な設備の導入に要する資金の貸付並

びに事業協同組合等が行おうとする事業の共同化、集団化等、中小企業

の構造の高度化に関する事業資金の貸付等を行うものであります。 

 

【歳入決算】 

 一般会計からの繰入金、前年度からの繰越金、貸付金元利収入等の諸

収入であります。 

 予算現額         13 億 8,017 万 6,000 円 

 調定額          63 億 8,137 万 9,403 円 

 収入済額         30 億 9,764 万 1,822 円 

 不納欠損額            206 万 3,000 円 

 収入未済額        32 億 8,167 万 4,581 円 

 不納欠損額については、消滅時効の完成により回収不能となった設備 

近代化資金貸付金であります。 

収入未済額は、貸付企業等の経営不振により、高度化事業資金及び設 

備近代化資金貸付金の償還が遅延しているものでありますが、これらに

つきましては、企業等の実態を十分把握し、企業等の実情に応じた、分

割弁済、連帯保証人による弁済など、その債権回収に努めているところ

であります。 



 25 

【歳出決算】 

 小規模企業者等設備資金貸付金、高度化事業資金貸付金、中小企業基 

盤整備機構への償還金、一般会計への繰出金等であります。 

予算現額         13 億 8,017 万 6,000 円 

 支出済額        13 億 3,586 万   864 円  

 不用額          4,431 万 5,136 円 

 不用額は、貸付企業等の経営不振から償還条件の変更等により生じた 

歳入減にともなう中小企業基盤整備機構への償還金及び一般会計繰出金 

の執行残によるものであります。 

 

以上をもちまして、雇用経済部及び労働委員会にかかる平成 23 年度歳 

入歳出決算の概要の説明を終わらせていただきます。 

 何とぞよろしくご審議賜りますようお願い申し上げます。 


